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は じ め に
　マルクス経済学を中心とした経済理論学会では，伝統的に恐慌論（景気
循環論）が重視され，現代資本主義の危機として金融危機（バブルの崩壊）
と世界恐慌を精力的に研究してきたといえる。その重要性は否定しない
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が，しかし筆者はこうした経済危機以上に現代資本主義そして人類は環境
危機に直面しているのではないかと考え，二つの危機は資本蓄積過程の両
面的矛盾として分析すべきだと主張し，「グローバル資本蓄積の矛盾とエ
コロジカル社会主義」と題して学会報告した（第57回経済理論学会全国大会
共通論題，2010年10月，関西大学）
1）。確かにこれまでマルクス経済学者は資本
主義危機論を繰り返してきたが，「旧ソ連・東欧の社会主義体制」が崩壊
して以降は，資本主義の市場経済が支配的な世界体制となった。それとと
もに教条的なマルクス主義は衰退したが，同時にエコロジー問題やジェン
ダー問題からマルクス主義を掘り返そうとする新しい社会運動が生じてき
た（エコロジカル社会主義なりエコロジカル・マルクス主義）。他方で資本主義
世界は決して社会主義に勝利したのではなく，長期停滞下のバブル循環を
繰り返し，貧困・格差・疎外そして環境危機をグローバル化させ，あらた
めてマルクス＝エンゲルスの再評価が世界的に始まっている。
　学会報告では，「危機論を繰り返すのでは狼少年になる」とか「危機で
はなく混迷だ」とする見解を批判し，21世紀初頭の資本主義は深刻な不況
に陥っており，カタストロフィー的断絶が起こりうることを指摘しておい
た。不幸にして2011年３月11日に，ほとんどの人たちには「想定外」の東
北地方太平洋沖地震と福島第一原子力発電所過酷事故が勃発した。「原子
力神話」は崩壊したが，「資本主義・市場経済」信仰は生き残っているし，
地震・津波・原発災害からの「復興」が「災害便乗型資本主義」路線とし
て押し進められつつある。そればかりか世界の政治指導者たちは，原発の
維持・推進と原発輸出を公言している。こうした「人類破滅の危機」を押
1）　当日の共通論題の司会を，中央大学の建部正義教授と九州大学の磯谷明徳
教授が務めてくれた。この場を借りてお二人に厚く御礼申し上げるととも
に，建部正義教授の記念号に寄稿できることは筆者にとっての喜びでもあ
る。
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し進める現代資本主義の暴走を食い止めるため，資本主義の転換と新しい
社会経済システムを構想することはマルクス経済学に課された歴史的使命
であろう。
　福島第一原発過酷事故は，原子炉の核燃料が溶融（メルトダウン）した
スリーマイル島原発と核燃料が空中爆発したチェルノブイリ原発事故に続
く第３番目の過酷事故であるが，溶融した核燃料棒（デブリ）は格納容器
の外にまでメルトスルーしているかもしれないばかりか，１～４号機にわ
たる同時多発の過酷事故であり，いままで人類が経験したこともないよう
な大惨事にほかならない。本稿において筆者は，福島第一原発事故を複合
型公害の典型としてとらえ，戦後日本の国家独占資本主義が進めてきた原
発路線の帰結であるばかりか，事故以前の経済危機を深めてしまったこと
を論じたい。それとともに，世界の人民は少数のエリート権力者たちと対
峙して「災害ユートピア」を発揮してきたし，脱原発運動は世界的に高揚
してきた。さまざまな脱原発論が提起されているが，筆者の脱原発論の経
済学的根拠，そして，原爆・原発という「核の暴走」を食い止めるための
社会経済システム，を展望しておきたい。
１　日本を襲った三重の激震
　新自由主義が進めた「構造改革」によって疲弊していた日本社会に大震
災と原発事故が襲いかかった。高度成長期以来の全国総合開発計画は「太
平洋沿岸ベルト地帯」と太平洋沿岸の工業都市を作りだしたが，同時に農
村の過疎化と都市の過密化を促進してしまった。また「相対的貧困率」は
この間上昇したことによっても分かるように，「格差と貧困」は拡大して
いた。1990年代からの長期停滞とバブル循環によって実質所得は低下し続
け，非正規雇用が増加していた。リーマン・ショックに象徴される世界金
融危機と世界恐慌の影響からまだ立ち直っていなかった日本社会に，2011
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年３月11日に東北地方太平洋沖地震と巨大津波が襲いかかり，それに誘発
されて福島第一原子力発電所の過酷事故が勃発した。経済危機に陥ってい
た日本社会に，地震と津波と原発事故の三重の激震が走った。
1.1　東北地方太平洋沖地震
　マグニチュード9.0という史上最大級の東北地方太平洋沖地震は，三陸
沖から茨城県沖までの太平洋沖から日本海溝寄りにわたる広大な震源域
（東西約200キロ～南北約500キロ）での連動した断層運動によって，引き起こ
された。宮城県沖約130キロにある破壊開始点（北緯38度６分12秒，東経142
度51分36秒）から，北米プレートが東南東方向に引き伸ばされ（逆断層）
（2011年３月11日午後２時46分18秒），それが秒速１～２キロで震源域から広
がった。地震波は，15秒後に仙台市，60秒後に青森県南部と千葉県北部，
70秒後に東北全域，90秒後に関東全域に達した。そして日本列島の地殻変
動が生じた。水平方向には震源域で東南東方向に約24メートル，宮城県女
川町江島で5.85メートル，東京都の港区麻布台（日本経緯度原点）で27.67セ
ンチメートル，移動した（国土地理院発表）。大地震によって，震源地域と
その周辺では余震が，東日本で誘発地震が群発した。
　地震と同時に巨大津波が発生した。北米プレートが東側に引っ張られ，
震源地では約５メートルの海面の盛り上がりが生じて，津波は日本列島へ
と押し寄せた。岩手県や宮城県では，小さな第１波はおおむね10分以内に
到達している。海岸に近づくごとに高さを増し，10メートル前後にも成長
した後続波は，約30分後に宮古・佂石・大船渡・石巻など三陸沿岸の各地
を襲った。さらに約30分後には，福島県北部（福島第一原子力発電所付近）
にも約10メートルの巨大津波が来襲した。
　被災状況は，震災２年後の時点において，死者15,881人，行方不明者
2,668人，震災関連死2,554人（うち原発関連死789人）となる。全半壊の建物
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約30万棟，放射能に追われた人たちを含め避難所暮らしを強いられた人は
50万人以上であった。資本ストックの損失推計額は16～25兆円（内閣府推
計）であり，阪神淡路大震災の約10兆円（兵庫県推計）よりもはるかに大き
い。東日本大震災は，太平洋沿岸の漁業や農業に大打撃を与えたばかり
か，世界的なサプライチェーンを寸断して世界経済にも打撃を与えた。被
災企業の割合は，宮城県48％，青森県25％，福島県23％，岩手県22％にも
なった。大企業80社では８～９割が原料・部品の調達先が被災し，全国の
事業所1,300のうち調達困難から生産を停止した事業所は10％で，生産回
復に約２カ月半かかった。その後の復興は遅れており，震災後約２年にし
て復旧率は，生活必需インフラは100％だが，海岸26％，防災林１％，河
川99％，下水道89％，水道46％，国道97％，復興道路56％，鉄道89％，港
湾78％，である。生活に直接関連する施設の復旧率は，医療施設90％，学
校81％，農地38％，漁港35％，と低く，これが被災者に絶望感を与えてい
ると報告されている2）。
1.2　原発の同時多発過酷事故
　14時46分（18秒）に発生した東北地方太平洋沖地震は，約１分後に福島
第一原子力発電所に達し，震動は長く続き最大で震度６強が襲いかかっ
た。追い打ちをかけるように高さ十数メートルの第２波の津波が襲いかか
り（15時37分頃），全電源と冷却材の喪失になり，メルトダウン，水素爆発，
という同時多発の過酷事故という人類が経験したことのない史上最悪の事
態に陥った。過酷事故の経過は以下のようになる3）。
2）　以上のデータの出所については，拙著『社会経済システムの転換としての
復興計画』績文堂，2013年７月，126頁，178頁，220-221頁，参照。
3）　詳しくは，同上拙著のⅡ，参照。
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　1.2.1　１号機メルトダウンへの経過（３月11日）
　14：47過ぎに外部電源（交流）をすべて喪失し，原子炉自動停止，非常
用ディーゼル発電が自動起動し，避難優先の施設内放送が流れた。原子炉
建屋の作業員はパニック状態。6,350人中東電社員を中心とした約400人が
とどまり，揺れの収まりとともに原子炉緊急停止（スクラム）後の確認作
業に入り，14：52　非常用復水器（IC）が自動起動し，14：54～15：02　１
～３号機の原子炉未臨界を確認したが，すでに地震によって非常用冷却装
置の配管や電源盤が破損した可能性がある（「地震破損」説）。崩壊熱の海
への誘導操作（１号機：15：04～15：11，２号機：15：00～15：07，３号機：見
送り）。15：27頃　４メートルの津波第１波襲来，作業員高台に走る。15：
37頃（東電発表は15：35），15メートルの津波第２波襲来，非常用海水系ポ
ンプ機能喪失，安全上重要な設備の多くが被水した。直流電源（バッテリ
ー）・「冷やす」機能・「圧力制御」機能が同時に喪失し，暗闇・劣悪な作
業環境に陥り，電源盤・計測制御設備が使用不能となる。冷却用の海水ポ
ンプが損傷し，冷温停止機能が喪失する（最終ヒートシンク喪失）。中央制
御室の電源ランプが消え，警報音もならなくなり，非常用電源も止まった
ためにパネルのランプも消え，薄暗い非常用灯だけの状態に陥る。非常用
ディーゼル発電機水没（６号機の１台を除く）ないし関連機器が破水，冷却
機能喪失。発電所対策本部の幹部たち「想像を絶する事態に言葉を失な」
うが，免震重要棟と１～４号機の原子炉建屋との連絡ができない状態にな
る。15：42　吉田所長「特定事象発生通報」（10条通報），16：45　所長「非
常用炉心冷却装置注水不能」通報（15条通報）。核燃料棒が露出し（16：46
～17：46頃─原子力安全・保安院の解析，18：12─原子力保安検査官メモ），燃料
棒の溶融（メルトダウン）が始まった（19：00頃─保安院解析，22：22以降　メ
ルトダウン─検査官メモ）。17：50　復水器のタンク内水量を確認するために
二重扉に向かうが，線量2.5マイクロシーベルトで引き返す（高い線量は核
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燃料の溶融などの異常発生の可能性を示す）。19：00以降，１号機原子炉内（二
重扉の内側）に水蒸気，高い線量の放射線検出，主蒸気からの漏れらしく，
津波で壊れたとは思えない（地震によって配管が破断されていた可能性，メル
トダウンが始まっていてそれが原子炉からリークした可能性，その両方が考えられ
る）。21：50　１号機原子炉建屋立ち入り禁止（炉心損傷はかなりの段階まで
進行し放射能が充満した格納容器から原子炉建屋への漏出が始まっていたと推定さ
れる）。23：00　タービン建屋１階毎時1.2ミリシーベルト，所長ベント指
示，23：49　吉田通報（第９報）「１号機タービン建屋内で放射線量上昇」
（放射能漏れ）。手動によるベントのための出動態勢（20人隊列の５隊）（隊列
を組んでいた社員たちは，死の危険にさらされて顔面蒼白で，言葉にはできないほ
ど怖がっていた）。00：55　吉田所長「１号機格納容器圧力異常上昇」通報
（第10報）。02：30　格納容器の圧力上昇（840キロパスカル）確認，圧力容器
の圧力低下確認，原子炉圧力容器の破損，原子炉建屋に放射能・水蒸気・
水素など充満，外部環境にも漏れだし敷地境界の放射線レベル上昇続け
る。05：00過ぎ　福島第一「圧力抑制機能喪失」（１・２・４号機）通報。
09：02　大熊町の避難完了確認。09：04　ベントライン構成作業に着手（「決
死隊」第１班ベントに向かう），09：15　電動弁25％開けて帰る，第２班線量
が高く断念（被曝量89ミリシーベルト，95ミリシーベルト），第３班出動見合
わす。１号機水素爆発（15：36），海水注入・電源供給準備の中断（１号機
付近は高線量の瓦礫の散乱）。17：30　所長，２号機格納容器ベント操作準備
開始指示。19：04　１号機原子炉内に消火系ラインから消防車による海水
注入開始。20：45　ホウ酸を海水に混ぜて原子炉に注入開始。
　1.2.2　２号機クロノロジー
　直流電源喪失によってかえって RCIC（隔離時冷却系）が長期運転でき，
ブローアウト・パネルが脱落していたが（建屋爆発を免れる），２号機から
の放射能放出が一番多い。圧力抑制室の破損は不規則・非対称な衝撃的動
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荷重による可能性大，圧力容器への注水─気化による高圧蒸気─格納容器
への露出─圧力容器の減圧と格納容器の昇圧─再び注水が繰り返された。
12日13：38　所長「２号機原子炉冷却機能喪失」と通報，14日18：22頃　燃
料棒完全露出（推定），15日06：00～06：10　４号機原子炉建屋で爆発，２
号機圧力抑制室付近で衝撃音。
　1.2.3　３号機クロノロジー
　全交流電源喪失後に生き残った直流電源で炉心系が作動したが，12日
11：36に停止し，SR弁開（13日08：55）によって，原子炉圧力が急低下し
格納容器圧力が急上昇する。ただちにベントがおこなわれ減圧するが，炉
心部に激しい蒸気が発生した。13日06：00　燃料棒露出（推定），08：00～
09：00　燃料損傷の開始（推定），14日04：30　炉心完全露出，11：01　水素
爆発。
　1.2.4　４号機クロノロジー
　４号機には使用済み燃料1,533体が貯蔵されている。外部電源が喪失し
D ⁄ G（非常用ディーゼル発動機）１台が自動起動。スロッシングによりプー
ルの水が漏れ，水位低下（約0.5メートルと推定）。15日06：00～06：10　４
号機原子炉建屋で水素爆発。
　このように，福島第一原発では，地震によって外部電力が喪失，津波に
よって直流電源も喪失し全電源喪失（ステーション・ブラックアウト）に陥
り，地震による配管系統の損傷から始まる冷却材喪失という過酷事故に陥
った。しかも１～４号機が誘発しあって人類が経験したこともなかった同
時多発過酷事故となった4）。危機管理体制の初動ミス（統一的管理の欠如，情
報隠蔽，避難指示の誤りなど）によって被曝者を増加させてしまった。正確
な原発事故の情報を得られないままに，多くの被曝者たちが「着の身着の
4）　詳しくは，前掲拙著のⅡ．1「過酷事故の推移と『最悪のシナリオ回避』の
必死の作業」，参照。
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まま」，しかも広域にわたって複数個所の避難所をさ迷うことを強制され
た。事故直後に東電から賠償された避難者だけでも16万5,824人にのぼり，
避難途中で介護老人を中心として多くの病人が命を失った。
２　複合災害としての原発事故
　災害は，自然災害と社会災害からなるが，後者は産業災害・都市災害・
権力災害に分類される。福島原発事故はこれらの複合災害の典型であ
る5）。
2.1　産 業 災 害
　産業災害は産業公害・薬害・労働災害・産業事故に分類される。原発事
故そのものは産業事故であるが，放射能汚染は産業公害であり，被曝しな
がらの原発労働は労働災害でもある。しかし原発事故は原爆と同じよう
に，その破壊力や人間・生物・自然に与える影響において史上最悪の災害
であり，また，100万キロワット級の原子炉は１年間の運転によってヒロ
シマ級原爆の1,000発に相当する放射性物質（「死の灰」）を作りだす。もと
もと生態系は分子の転換の世界であるのに対して，原子力は核分裂の世界
であり，生態系とは共存できない性格のものである。
　ウラン１グラムのエネルギーは巨大タンカー数台分のエネルギーに相当
するといわれるように，一つの化学工場の爆発事故とは比較できないよう
な強大な破壊力を持っている。しかも原発１基の運転には30トンの濃縮ウ
ランが必要であるとすれば，ヒロシマ級原爆800グラムの3.75万倍の濃縮
ウランを廃炉にするまでに使用することになる。使用済み核燃料に至って
は，国内の原子力発電所に14,290トン，六ヶ所再処理工場2,920トンの合計
5）　宮本憲一『新版環境経済学』岩波書店，2007年，126-129頁。
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17,210トンも貯蔵されており，その管理容量はそれぞれ20,630トンと3,000
トンにすぎない6）。原発が再稼働したなら，使用済み核燃料は増え続ける
から，確実に貯蔵能力がパンクしてしまうことが予想できる。しかも原子
力の「平和利用」と「軍事利用」とは表裏一体であるが，日本はすでに原
爆5,000発を作るだけのプルトニウムを保有しているといわれるし，アメ
リカの核弾道に積まれたプルトニウム総量38トンを上回る45トンのプルト
ニウムを保有しているといわれる。3.11危機の時に原子力委員会の委員長
は，福島第一原子力発電所の６基すべてにおいて使用済み核燃料棒の破壊
が起こったならば，半径170キロ圏内は強制移転，250キロ圏内は「移転希
望」になるだろうと予測した。福島第一発電所には合計2,215トンの核燃
料棒があるから，その約８倍の使用済み核燃料棒だけが爆発したとして
も，日本列島は破滅しているであろう。こうした事態はもはや産業災害と
いうよりも，「日本列島破滅」の事態にほかならないし，地球全体の危機
を招くことになる。
2.2　労 働 災 害
　事故が起こらなくとも原発労働は過酷であるうえに被曝する。原発事業
者は「自己検証がなく」，原発事故を「隠蔽・改ざん」する体質があるか
ら，労働被曝の実態とその被害（病気）は正確には調査されていない。原
発設計者であり原発内部で100回以上も内部被曝して死亡した平井憲夫の
遺言によれば，原発の安全性はまったくの机上の話で，素人が原発を建設
し検査する。定期検査中は地元の農民や漁師が作業するが，原発の建屋の
中ではすべてのものが放射性物質に変わるから，埃の中での片付けや清掃
作業によって一番内部被曝する7）。こうした内部告発は客観的に証明され
6）　原子力資料情報室編『原子力市民年鑑2013』七つ森書館，2013年８月，
214頁。
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ている。敦賀原発の最大被曝量は下請け作業従事者の19.6ミリシーベルト，
美浜原発の社員が13.1ミリシーベルト。過酷事故が起こった福島第一での
被曝量はさらに飛躍している。2011年３月に作業に従事した総数は3,738
人で，250ミリシーベルト以上の被曝者は６人（最大670.4），100～250ミリ
シーベルトが97人となり，東電社員1,652人の平均被曝量は31.10ミリシー
ベルト，下請け作業員2,086人の平均は15.5であった8）。全国的には，50万
人が原発労働にかかわり，14.2万人が被曝し，数百人単位が死亡し，「原
発ブラブラ病」に苦しむ人たちが日本列島に多数存在している，という報
告がある9）。
2.3　生 活 災 害
　大気汚染は都市公害の一つだが，放射能は大気だけでなく水や土壌そし
て人体そのものを汚染する。福島第一原発から放出されている放射能の正
確な数字は分からない。東電と保安院が IAEAに報告した放射線量は77万
テラ（77京）ベクレル（2011年10月）であるが，東電発表のセシウム137の
36万ベクレル（2012年５月）はチェルノブイリの４倍になり，フランス放
射線防護原子力研究所は海洋放出量は東電発表の20倍にあたる2.7万テラ
ベクレルと推計している。ガンダーセンは，チェルノブイリの２～５倍と
推計している10）。藤岡惇は，原発事故から夏までのあいだに，敷地外に
77.5万テラベクレル，原発内敷地の汚染水に80万の合計157万テラベクレ
ルが放出されたと計算している。スリーマイル島原発の放出量（9.1万テラ
7）　平井憲夫 ｢原発がどんなものか知ってほしい｣『情況』2011年 4・5月合併
号。
8）　｢〈資料〉労働者被曝のデータ（2010年度）｣『原子力資料情報室通信』449
号（2011年11月１日）。
9）　樋口健二『新装改訂原発被曝列島』三一書房，2011年８月。
10）　出典については，前掲拙著の147-148頁，参照。
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ベクレル）の17.3倍が原子炉外から放出され，8.6倍が敷地外に放出された
ことになる。チェルノブイリ原発（520万テラベクレル）の３分の１がすで
にこの時期に放出されていたことになる11）。
　福島第一原発の事故によって放射能は日本全国を汚染した。セシウム
134と137の沈着量（１平方メートル）は，原発周辺地域「高い危険性があ
る」（300万ベクレル以上），福島県の浜通り・中通り地域「確実な危険性が
ある」（100～300万ベクレル），福島・茨城・栃木・宮城県「危険性の不安が
常にある」（10～100万ベクレル），首都圏（神奈川県を除く）・岩手県南部「危
険性が生じることが時々ある」（１～10万ベクレル），である。セシウム沈着
量１～３万ベクレルが従来からの「放射能管理区域」だから，これらの地
域はそれ以上の汚染地域であることに注意しなければならない。
　被曝の影響についての調査は断片的であったり，意図的に過小評価しよ
うとするものだったりしているし，放射能被曝の影響は長期にわたる。過
去の被曝（ヒロシマ・ナガサキ・第５福竜丸，スリーマイル島原発，チェルノブ
イリ原発）の追跡調査が必要不可欠である。その意味においてチェルノブ
イリの追跡調査は貴重な示唆を提供している。放射能は地球全体を汚染す
る。チェルノブイリ由来の放射線核種によって汚染された地域に住む人々
は30億人を下らず，汚染地域の広さはヨーロッパ13カ国の面積の50％以上
とそれ以外の８カ国の面積の30％に及ぶとの指摘は12），日本人の国際的責
任として肝に銘じておかなければならない。がん以外の疾患状態について
は，血液・リンパ系の疾患，遺伝的変化，内分泌系の疾患，免疫系，呼吸
11）　藤岡惇「福島で進行中の核の大惨事をどう見るか」『経済科学通信』No. 
126（2011年９月）。 
12）　A. V.ヤブロコフ，V. B.ネステレンコ，A. V.ネステレンコ，N. E.プレオ
ブラジェンスカヤ著，星川淳監訳，テルノブイリ被害実態レポート翻訳チー
ム訳『調査報告　チェルノブイリ被害の全貌』岩波書店，2013年４月，xv，
24頁。
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器系，泌尿生殖器，筋骨格系，中枢神経系，消化器系，皮膚と皮下組織，
感染症および寄生虫症，先天性奇形，にわたって放射能汚染の影響が出て
おり，これらの疾患発生率が上昇している13）。腫瘍性疾患は最も恐ろしい
が，より現実に近いがん死の数は，旧ソ連圏ヨーロッパで21万2,000人，
旧ソ連以外のヨーロッパで24万5,000人，それ以外の全世界で１万9,000人
となる14）。ウクライナおよびロシアの汚染地域における全死亡例（1990-
2004年）のうち，3.8％から4.0％がチェルノブイリ大惨事に起因する。リ
クビダート（チェルノブイリの事故処理作業チーム）は，2005年までに11万
2,000人から12万5,000人が死亡した。これはチェルノブイリの事故処理作
業チーム83万人の15％程度に相当する。この死亡率を不幸にして放射性降
下物に汚染された地域に住んでいた数億人の住民に適用すれば，数十万人
が，チェルノブイリ大惨事によって既に死亡していることを示唆する15）と
報告している。
2.4　権 力 災 害
　権力災害とは，原爆被災を含む戦災や公共事業公害や基地公害である。
国策として進めてきた原発の事故も国家が引き起こした権力災害にほかな
らない。戦前日本帝国主義も，同盟国ドイツからウラン原料を輸入しよう
としていたし，陸軍（「ニ号研究」）や海軍（「F研究」）は原爆開発の科学的
研究をしていた。原爆を作ろうとしたが作れなかったにすぎない。アメリ
カ帝国主義に原爆を投下されることによって（広島・長崎）敗戦を迎えた。
この野望は「原子力の平和利用」の裏において戦後も継続していった。
　GHQは日本の原子力研究を禁止したが，東西冷戦の激化とともに日本
13）　同上書，第５章，134頁。
14）　同上書，137頁。
15）　同上書，163頁。
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を「反共」の資本主義体制の一環として復活させるとともに（日米安全保
障条約），日本に原子力技術を提供する方向に転換し，やがては日米原子
力同盟にまで進んだ。アメリカの産軍複合体制は，「原子力の平和利用」
の名のもとに原発建設と原発輸出を世界的に展開し始めた。おりしも日本
資本主義は本格的な確立期（高度成長）を迎えようとしていたが，国家の
計画は「企業と市場の自由を前提とした行政指導」方式に固ってきていた
から，原発は「国策民営」路線として推し進められ，アメリカの要請に応
ずる形で原子力開発関係予算の計上（1954年３月），原子力委員会の設置
（1956年１月），科学技術庁の発足（1956年５月）として国策が進められる体
制になった16）。
　政府（旧通産省）のエネルギー政策が「石炭から石油と原子力」と変化
していくことによって，エネルギー資源を海外に依存する体制になり「太
平洋沿岸ベルト地帯」が形成され，1970年代の石油危機以後原発建設ラッ
シュが進行した半面，過密・過疎化と公害問題が激化していった。それと
ともに原発を規制・監督すべき政府機関は「原子力村」の利権構造の中に
取り込まれ（電力会社の「虜」），原発事故の「隠蔽・改ざん」に協力したば
かりか，世界的な原発規制の「安全基準」の実施を怠ってきた。東北地方
太平洋沖地震によって福島第二・東海村第二・女川原発も危機的状況にな
ったが，かろうじて回避できた。福島第一原発事故は日本国家が引き起こ
した権力災害にほかならない。
３　日本資本主義の破綻としての原発事故
　「国策民営」として推し進められてきた原発の過酷事故は，国策を推し
進めた国家の権力災害であるとともに，原発開発・建設・運転を進めてき
16）　詳しくは，前掲拙著のⅥ．1．1「原子力導入略史」，参照。
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た原子力産業そして日本資本主義そのものの成長路線の破綻でもある。
3.1　日本国家独占資本主義の確立と原発推進路線
　戦後の混乱期・復興期において企業の経営権をめぐって労使が激しく対
立したが，経営側が経営権を掌握することによって日本資本主義は復活し
た。それは，戦前の財閥に変わる企業集団を中心とした独占資本主義であ
り，また国家は資本循環（価値増殖運動）の全局面に介入し組織化しよう
とする国家独占資本主義としての復活であった17）。企業集団は，アメリカ
の産軍複合体の原発路線とそれに迎合する日本の政治家や大メディアの原
発導入工作に呼応して，原子力を営利目標とする経営戦略を立てた。三菱
グループ23社が三菱原子力動力委員会（1955年10月），日産グループ16社が
東京原子力懇談会（1956年５月），住友グループ14社が住友原子力委員会，
三井グループ37社が日本原子力事業会（1956年６月），古川・川崎グループ
25社が第一原子力産業グループ，を結成した。やがて，「東京電力─ゼネ
ラルエレクトリック─東芝・日立」と「関西電力─ウェスチングハウス─
三菱重工」の契約・協力関係となり，関西電力美浜原発と東京電力福島第
一原発の建設となっていった。このように日本資本主義の高度成長の開始
と原発の導入計画とは軌を一にしていた。そして強固な原子力産業が形成
された。
　原子力産業そしてその利権に群がる「原子力村」は日本版金融寡頭制の
典型である。原発の建設・運転・廃炉までのライフは約100年であるが，
その間莫大な需要を喚起する。立地選定段階では電気事業者・地元自治
体・環境省などがかかわり，建設段階では設計に電気メーカーが，土木・
プラント工事にゼネコンやプラント会社が，原子炉関連では圧力容器・格
17）　詳しくは，拙著『戦後の日本資本主義』桜井書店，2001年，第 1・2章，
参照。
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納容器・炉心構造物・原子炉素材・制御棒関連・制御装置・タービン・遮
蔽材・発電機などを日本の代表的製造企業が供給する。核燃料の輸入には
主として代表的商事会社がかかわり，警備・放射性物質の搬送・水の処
理・メンテナンスなどにも独占的大企業がかかわっている18）。このような
原子力産業を中心として，政・官・学がカネと利権と人脈関係によって結
びつけられた「原子力村」が形成された19）。
3.2　石油ショックと原発建設ラッシュ
　日本を含めた世界の先進資本主義国は，「限定的金・ドル交換」（旧 IMF
体制）と戦後技術革新（産業＝科学革命）と国内的なケインズ政策（有効需
要政策・完全雇用政策）に支えられて高度成長した（1950・60年代）。しかし
国内の景気調整政策（恐慌回避政策）は，恐慌の均衡回復機能を麻痺させ
過剰資本の整理を先延ばししてきたし，国際的不均等発展はアメリカの貿
易収支を赤字化させ，収益性危機と「金・ドル交換停止」に追い込まれ，
スタグフレーションに陥った（1970年代）。この時期に原油価格が二度にわ
たって大幅につり上げられたから（石油ショック），エネルギーの７割近く
を石油に依存していた先進国は大幅な物価上昇に見まわれた。
　1960年代に「経済大国」化した日本も例外でなかった。スタグフレーシ
ョンから脱出しようとするアメリカの新経済政策によって日本は「変動相
場制」に移行して，固定相場制（１ドル＝360円）による「ドル高＝円安」
の有利性を失った。「日本列島改造ブーム」によって第１次のバブル経済
が出現したが，1973年の第１次石油危機を契機として「狂乱物価」に見ま
われた。しかし日本は例外的に省エネルギーと IC技術の産業化に成功し
て，輸出を急増することができた（集中豪雨型輸出）。この時の省エネの一
18）　具体的な会社名は，前掲拙著の210頁，参照。
19）　「原子力村」の構造と癒着関係については，前掲拙著Ⅶ．1，参照。
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環として原発が利用された。すでに美浜原発（1970年）と福島第一原発
（1971年）は運転を開始したが，石油危機を乗り切るために原発ラッシュが
出現した。すでに60年代に東海第一と敦賀の原発は稼動していたが，1970
年からスタグフレーションが終わる1983年までに合計21基の原発が稼働し
た（1972年：美浜２号機，1973年：島根１号機，1974年：福島第一２号機・高浜１
号機，1975年：玄海１号機・高浜２号機・浜岡１号機・福島第一３号機，1976年：
美浜３号機，1977年：伊方１号機，1978年：福島第一４と５号機・東海第二・浜岡
２号機・ふげん・大飯１号機，1979年：福島第一６号機・大飯２号機，1981年：玄
海２号機，1982年：伊方２号機・福島第二１号機）。
　1979年にはアメリカのスリーマイル島原発で1986年には旧ソ連のチェル
ノブイリ原発で過酷事故が起こり，国際的にも反原発世論が高まったにも
かかわらず，日本ではその後も原発の稼働が続いた（1984年：福島第二２号
機・女川１号機・川内１号機，1985年：高浜３と４号機・福島第二３号機・柏崎刈
羽１号機・川内２号機，1987年：敦賀２号機・福島第二４号機・浜岡３号機，1989
年：島根２号機・泊１号機，1990年：柏崎刈羽２と５号機，1991年：泊２号機・大
飯３号機，1993年：大飯４号機・志賀１号機・柏崎刈羽３号機・浜岡４号機，1994
年：伊方３号機・玄海３号機・柏崎刈羽４号機・伊方３号機，1995年：女川２号機，
1996年：柏崎刈羽６号機，1997年：柏崎刈羽７号機，1997年：玄海４号機）。
　仮に原発が事故を起こさず無事に廃炉になったとしても，使用済み核燃
料の処理という大問題が残る。使用済み核燃料は，⑴死の灰（放射性物
質），⑵燃え残りのウラン，⑶プルトニウムが混然一体となった危険物で
あるが，その使用済み核燃料を再処理工場に運び，そこで作られたプルト
ニウムと回収ウランを加工工場でMOX燃料に加工し，この燃料で高速増
殖炉を運転し，そこで新たに発生する使用済み核燃料を再度再処理工場で
処理してプルトニウムと回収ウランを作り，再度MOX燃料加工工場で
MOX燃料に利用しようというのが，核燃料サイクル計画（プルサーマル計
276
画）である20）。この各過程において当然さまざまなレベルの放射性廃棄物
を生みだしてしまう。こうした使用済み核燃料再処理施設において重大事
故が続発してきた（「臨界事故」18件，「火災事故」45件，「爆発事故」32件）。
原発先進国の多くでは実証試験をしただけで危険だからと計画を中止した
（2007年まで商業利用していたのは４カ国にすぎない）。アメリカではすでに
1970年代末にカーター政権が「新核エネルギー政策」によって，⑴高速
増殖炉の延期，⑵使用済み核燃料の再処理計画の無期延期，⑶原爆技術
にならない核燃料サイクルの研究促進，を打ち出していた21）。ところが日
本では，青森県の六ヶ所村に再処理工場を作り，福井県に高速増殖炉「も
んじゅ」を建設してきた。前者はすでに２兆1,930億円も投下されたがた
び重なる事故によって稼働停止であり，後者は１兆810億円の開発費が費
やされたがやはり運転再開は先延ばし状態である。日本は余剰プルトニウ
ムをもたないと公約しているから「プルサーマル」計画に固執するのであ
ろうが，この計画は資源的には意味がなく，安全性を低下させ，経済を破
綻させる危険性がある22）。日本で再処理ができないから英仏に送って
MOX燃料を運んでいるが，その量45トンは長崎型原爆を4,000発作れる量
であるといわれる。
3.3　「原子力神話」の代償
　「原子力村」はカネと人脈とメディアを大動員して「原子力神話」の世
論操作をし続けてきた。福島第一原発の事故によって「原子力神話」は完
全に崩壊したが23），それを信じ込まされてきた国民は多大の代償を払わな
20）　原子力資料情報室編『原子力キーワードガイド』2011年４月１日，より。
21）　都留重人編『世界の公害地図・下』岩波新書，1977年，108頁。
22）　小出裕章『原発ゼロ世界へ　ぜんぶなくす』エイシアブック，2012年１
月，273-279頁。
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くてはならなくなった。
　原子力発電は大量の電気を安定的に供給するから最も安いと宣伝されて
きたが，「規模の経済」は働かないし，3.11以後原発はほとんど運転を停
止していても電力は十分に供給できることが分かってきた。原子力の単価
は10.68円（１キロワット），火力9.90円，大規模水力7.26円，中小水力3.98
円，とする試算も出されている。原子力発電は，効率性からみても経済シ
ステムとしての社会的意義を失っている，といわざるをえない。国民と企
業は高い原子力電気を負担し続けてきたことになる。一番安い中小水力の
発電所を農山村に作り，地域分散型のエネルギー・工業配置にすれば過疎
対策にもなる。輸出主導型産業を最優先させ，「太平洋沿岸ベルト地帯」
形成に邁進してきた国土開発計画を根本的に転換する必要がある。
　「原子力安全神話」は，スリーマイル島・チェルノブイリ・福島第一の
原発過酷事故によって完全に崩壊した。これらの人類が初めて経験する大
惨事は10年に１回くらいのタイム・スパンで起こっている。日本の原発も
たびたび事故を起こしてきたが，過去においても「もんじゅ」（レベル２），
「美浜原発第二」（レベル３），「JOC」（レベル４）の事故が起こっていた。
電力会社が「隠蔽・改ざん」したことによって国民一般が知らなかった事
故はたくさん起こっていた。原発が「平常」に運転できている時でも，原
子炉建屋内ではすべてのものが放射性物質に変わるから，片付けや掃除と
いう単純作業においても内部被曝する。大事故が起これば，原発労働者は
大量の被曝をするし，周辺地域を中心とした広範囲の地域にわたって放射
能を撒き散らす。安全神話の第一の犠牲者は直接に原発内部で働く労働者
であり，すでに見たように，日本列島には「原発ブラブラ病」患者が相当
数存在する。正確な大規模な調査が行われていないにすぎない。第二の犠
23）　前掲拙著，196-199頁，参照。
278
牲者は原発周辺の病院に入院中だった介護を必要とする老人たちの「原発
関連死」の人たちである。そして最後は，「安全神話」を信じ込んでいた
原発周辺の住民たちである。福島県民の多くは，生命の危険性と仕事と生
活を奪われた状態におかれている。
　運転中は原発は CO2を排出しないとして「原子力クリーン」説も大々
的に宣伝されたが，「正常運転」中にも放射能は排出されているし，大量
の熱を海に放出している（原発の熱効率は30％と低い）。しかし原発は「長大
重厚」産業といわれるように，ウランの採掘・輸送・精錬過程，原発建設
過程，使用済み核燃料の処理過程において大量の CO2を排出しており，
クリーン産業だとは到底いえない。さらに，濃縮ウランの製造までの過程
において30トンの濃縮ウランを作るために，放射性残土（240万トン）・鉱
滓（ウラン廃棄物）（13万トン弱）・劣化ウラン（160トン）の放射性物質の廃
棄物を出すことになる。使用済み核燃料を再処理する過程において，さま
ざまなレベルの放射性廃棄物と悪魔たるプルトニウムを生みだす。これら
の放射性廃棄物が半永久的に地域住民と生態系を破壊していくことはいう
までもない。
3.4　日本国家独占資本主義の失敗
　原発事故の遠因となっているのは，「企業と市場の自由を前提とした行
政指導」によって「国策民営」として推し進められてきた原発推進政策で
あり，その主体となってきた日本国家独占資本主義の失敗にほかならな
い。その主要な政策を振り返っておこう。
　日本政府のエネルギー政策は，経済産業省（旧通産省）が指導した「石
炭から石油そして原子力への転換」であった。その背後には世界の石油と
ウランを支配するアメリカの世界戦略に「従属」した側面もあるが，日本
国家独占資本主義の「体制的選択」でもあった。その転換方向は，⑴国
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内自然エネルギー資源（石炭）から輸入石油エネルギー資源へ，⑵国内地
域資源利用から輸入基礎資源型重化学工業へ，⑶地場型地域企業から誘
致型巨大企業による拠点形成路線への大転換，であった24）。すでにみたよ
うに，石油危機に直面した日本国家独占資本主義は，原発の危険性と非経
済性を無視して原発建設ラッシュにのめり込んでいった。その背後におい
て，幹線ネットワーク（新幹線，高速道，データ通信）と都市の垂直的階層
序列構造の形成であり，新たな地域統合があり，福島第一原発による「原
発銀座」の開発こそ，その先陣だった25）。長年の自民党政権の原発優先政
策によって，日本では自然エネルギーの導入が世界から大きく遅れてい
た。世界全体では自然エネルギーは発電容量中の26％を占め，原子力発電
容量の３倍以上であり，新設発電容量（2006-2009年）中で自然エネルギー
は47％を占め，原子力は全然増えていなかった。このように世界的には
3.11以前から脱原発依存という傾向が生じていた。ところが日本では，女
川３号機（2002年），浜岡５号機（2005年），東通１号機（2005年），志賀２号
機（2006年），泊３号機（2009年）が稼動を開始した。そして自然エネルギ
ー開発を原発推進派が意図的に抑制したこともあって，自然エネルギーは
国内発電量の3.36％にすぎなかった。政権を受け継いだ民主党下で作られ
たエネルギー基本計画（2010年６月）においては原子力発電依存率を2030
年までに50％にする，という愚かな戦略が打ち出されていた。こうした，
原発の危険性と非経済性と原発建設抑制という世界的傾向を無視して進め
られた「エネルギー政策」は完全に失敗したといえる。
24）　大内秀明「東日本大震災：原子力 v.s自然エネルギー　戦後東北開発の総
決算」『社会環境論究』第３号（2011年），130頁。
25）　同上論文，135-136頁。
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3.5　資本自身の「自己否定」
　原発事故を防げなかったのは，経営的に採算性が合うような限度での
「安全性基準」を作らせ，安全対策を怠ってきたことにある。公害防止投
資を極力抑制しようとする公害企業と同じ「資本の論理」の貫徹である
が，原発事故の場合には１企業の負担をはるかに超える社会的損失であ
る。
　日本の電力会社は沖縄電力を除いてすべて，地域独占に守られながら原
発を建設し運転してきた。3.11以後，福島第一原発は廃炉されるから莫大
な資産が吹っ飛んでしまっただけでなく，安定化させるための冷却と最近
深刻化してきた汚染水対策と賠償に莫大な費用がかかるだろうし，さらに
廃炉に至る工程においても予想できない費用がかかるだろう。他の電力会
社も原発が定期点検や稼働停止によって原発資産が「劣化・不良債権化」
して，経営状態が悪化している。「総括原価方式」による電気料金決定の
もとでは，資産に一定の事業報酬率をかけて電気料金が決定されるから，
原発資産が劣化すれば利潤が減少するし，まして不良資産化すれば経営危
機に落ち込む。安倍政権の「安全な原発は再稼働を認める」との発言は，
安全性確保よりも経営危機回避を優先させようとする選択にほかならな
い。「電力会社危機」はまさに電力会社自身が招いた危機といえる。
　福島第一原発事故と東日本大震災は日本国家独占資本主義の生産・生活
と命・社会に計り知れない打撃を与えた。放射能汚染は直接に食料を生産
する第１次産業に大打撃を与えた。震災後約１年の時点で，「現在でも悪
影響がある」農業は，全国平均で31.4％，岩手・宮城・福島で71.43％，茨
城・栃木・群馬・千葉で56.3％にのぼる。「東日本大震災の影響が残って
いる」食品産業は全国平均で35.2％，被災３県で63.9％，「原発事故の影響
が残っている」食品産業は，全国で44.1％，被災３県68.9％，北関東72.7
％，にもなる。震災後約２年後の生活・仕事にかかわる農地の38％，漁港
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の35％しか復旧していない26）。
　東日本大震災と福島原発事故は，日本と世界のサプライチェーンにも打
撃を与えた。大震災で素材産業も影響を受けたが，エチレンと特殊ゴムは
自動車生産に，過酸化水素水は素材のシリコンウェハと半導体生産に，黒
鉛はリチウムイオン電池生産に，極薄電解銅箔と ITOターゲット材は液
晶パネル生産に，人工水晶は半導体生産に影響を与えた27）。中間素材のリ
チウムイオン電池は自動車と液晶テレビ・スマートホン生産に，半導体は
自動車と産業機械の生産に，液晶パネルは液晶テレビ・スマートホン生産
に影響した。産業別にみると，飲食料品・化学製品・輸送機械・電子部品
が高く，被災要因別に復旧日数をみると，100日以上が津波と福島原発で
あり，産業別の復旧日数が長いのは飲食料品と輸送機械となる28）。
　このように東日本大震災と福島原発事故は，第 1・2次産業を直接（被
災地）かつ間接（日本全土と世界）に打撃を与えた。これを資本蓄積（価値
増殖運動）の面からみれば，「資本の生産条件」（搾取の条件）に打撃を与え
たことにほかならない。先にもみたように福島原発事故は日本国家独占資
本主義の蓄積体制がもたらしたものであった。いわば強欲な資本の論理の
貫徹の結果，原発の安全対策がおろそかになり，その結果原発事故が起こ
り，逆に資本蓄積の「生産条件」に打撃を与えて資本蓄積そのものを困難
化させた関係にほかならない。ここにおいても，「資本の自己否定」傾向
をみることができることを指摘しておこう。
3.6　輸出主導型成長の破綻
　以上，日本国家独占資本主義の発展過程と原発路線を概略的に説明して
26）　資料の出典については，前掲拙著，178頁，283頁，参照。
27）　資料は前掲拙著の図Ⅵ-2（358頁），参照。
28）　前掲拙著の図Ⅵ-6と図Ⅵ-7（361頁），参照。
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きた。「戦後の混乱と復興期」（1945-1954年），「高度成長期」（1955-1970年），
「スタグフレーション期」（1971-1983年），「バブル期」（1984-1991年），「バ
ブルの崩壊と長期停滞期」（1992-），と日本資本主義は大きく変貌してき
た。それぞれの時期の発展の様相（パターン）は異なってきたにもかかわ
らず，社会制度は高度成長期に作られたものが依然として続いているとこ
ろに，今日の日本社会の制度疲労と目標喪失や自信喪失があると筆者は考
える。しかしその根底にある一環とした政策なりイデオロギーは，アメリ
カとの「軍事・原子力同盟」のもとでの，輸出産業主導型の経済成長路線
であり，原発推進路線であった。高度成長後の地域統合を再建するために
「高速鉄道・高速道路・通信網」のネットワークづくりが進められ，序列
型の大都市構造が形成され，過疎地には原発銀座が作られていった。1970
年代以降原発ラッシュが進んだが，それは石油に代わって原子力発電によ
って省エネをはかり，輸出産業の国際競争力を高めていこうとする成長路
線の継続であった。しかし世界経済の変化によって，貿易黒字を累積化し
ていくことはいまや不可能となった。そのうえ地震大国である日本には54
基もの原発が存在している。その一つでもチェルノブイリ原発や福島第一
原発並みのレベル７の過酷事故が起これば，日本経済は破滅的な影響を受
けるだろう。それは同時に，被曝国民が人類史上の「犯罪」を犯すことに
もなる。
　この間日本社会は，相対的貧困率の上昇に象徴されるような「貧富の格
差」の拡大，雇用不安（非正規労働者の増大），1,000兆円（GDPの２倍以上）
を超える政府の借金（財政赤字），少子高齢化社会の到来と社会保障の弱体
化，などによって疲弊してきた。こうした疲弊した日本社会に東日本大震
災と福島第一原発事故が襲いかかり，一層病状を悪化させてしまってい
る。敗戦に匹敵するようなカタストロフィ的災害に見舞われているのであ
り，そこからの復興計画は新しい社会経済システムを作り出す方向でなけ
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ればならない。従来からの「原子力村」を温存させた「災害便乗型資本主
義」から決別しなければならない29）。
　そのためには，輸出主導型成長から内需主導型発展に転換しなければな
らない。さらに，自然エネルギーを基幹とした脱原発社会を目標とし，第
１次産業を自立化させて輸出産業へ成長させていかなければならない。国
内に豊富に存在する自然エネルギーに立脚した地方分散型の地産・地消の
国土開発を地方が主体となって進め，過疎地を活性化させていけば地方の
雇用増進にもなる。地方主導型の経済発展への転換である。また「文化資
本」や「社会資本」の充実，医療・介護・教育などのサービス活動を充実
させていけば，おのずと外国からカネやヒトは日本にやってくるだろう。
日本が誇るべき文化や科学技術や知的創造力，そして緑豊かな国土環境を
生かしていくようなグリーン経済化，いいかえれば自然エネルギー社会・
第１次産業を再生した社会・そして脱原発社会を建設することに成功すれ
ば，輸出主導型経済から内需主導型経済に転換できるであろう。そして世
界に脱原発の技術と自然エネルギー技術を輸出するようにすべきである。
むすびにかえて
　筆者は現代資本主義の危機の総体を「システム統合の危機」として提示
した。その各論としてさまざまな危機症候群が発生していると考えてい
る。危機症候群は，⑴本源的生産の領域における環境危機と経済危機（長
期停滞とバブル循環・労働疎外と貧困），⑵人間の生産・再生産の領域におけ
る人間破壊・人間疎外，⑶社会の領域における社会の破壊・金融寡頭制
と市民社会との対立・イデオロギー危機・社会統合の危機・教育危機・規
29）　筆者の構想する社会経済システムについては，前掲拙著Ⅷ「新しい社会経
済システムへの転換」，参照。
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律と道徳と文化の危機，に分類できる30）。これらは社会全体を統合する
「システム危機」の各論的現象として全体的に位置づけておくことが重要
である。
　マルクスは経済学批判プランにおいて「国家によるブルジョア社会の総
括」を提示していた。国家はその時々の支配階級の利害を守ろうとする機
能（階級国家）と社会原則を満たす機能（共同管理業務）の二重性をもって
いる。その社会面における対立が，政・官・財の複合体制（現代版金融寡
頭制）と市民社会（憲法原理）の対立である。現代資本主義（国家独占資本
主義）は，資本循環の各局面に全面的に介入し組織化しようとしているば
かりか，教育・文化・労働・厚生などの市民生活を社会的に統合しようと
してきた。こうした国家の統合機能が低下し弱化し機能不全となっている
結果が，危機兆候群にほかならない。こうした危機兆候群を社会システム
全体の中に正確にそして科学的に位置づけることによって，危機の全体像
とその克服の方向性をつかむことができる。脱原発運動にしてもしかりで
ある。技術的には原子力発電という怪物の複雑なシステムを管理・運営す
ることが可能なのか否か，社会的にはこうした複雑な社会システム全体を
変えていく可能性を検討していく必要がある。個々のレベルでの「脱原
発」運動を全体的に統括できるような理論と思想と組織を作ることが最も
必要とされている（脱原発統一戦線）。
　「原子力村」が国家機関とメディアを利用して宣伝してきた「原子力神
話」は，「原子力ファシズム」にほかならないが，3.11以後完全に崩壊し
ている。しかし，政府・東電・保安院の「情報隠蔽」も戦前の大本営発表
と同じ「原子力ファシズム」であった。国民の圧倒的多数は「原発ゼロ」
であるにもかかわらず，いまだに原発事故で責任を取ったものは誰一人と
30）　「システム統合の危機」として総括した危機の全体像については，前掲拙
著Ⅷ．4，参照。
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していないという「無責任体質」も「原子力ファシズム」にほかならな
い。そのために国民大衆は政府不信に陥っているのも，国家の「イデオロ
ギー統合」の失敗にほかならない。最近の国政選挙での「自公」の勝利
は，巧みに原発隠しをして国民の景気と雇用という日常問題にすり替えた
「選挙戦術」の一時的な勝利にすぎない。現代資本主義のシステム危機と
原子力暴走による人類的危機を克服しようとする人民大衆が存在する限
り，脱原発運動は永遠である。

